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１ はじめに




平成12年11月21日, 公職選挙法の一部を改正する法律 (平成12年法律第118号, 以下
｢平成12年改正公職選挙法｣ とする) が施行され, 参議院の定数は10人削減(１), 比例代表
選挙については拘束名簿式比例代表制から非拘束名簿式比例代表制へと改正された｡
平成12年改正公職選挙法の下で行われた初の選挙となる第19回参議院議員通常選挙 (平
成13年７月29日実施) に関しては, 非拘束名簿式比例代表制の合憲性, 公職選挙法14条・
別表第３の参議院議員選挙区選出議員の議員定数配分規定の合憲性を争う訴訟が提起さ
れ(２), 最高裁判所大法廷は平成16年１月14日, いずれも合憲とする判決を下した(３)｡ さら





合 原 理 映
 参議院の定数は252人から242人に削減され, その内, 選挙区選出議員が６人, 比例代表選出議員が４人削減




大法廷判決について(１)・(２・完)｣ 選挙57巻４号７頁, 57巻５号16頁 (2004年)｡
 非拘束名簿式比例代表制の合憲性については, 最高裁平成16年１月14日大法廷判決 (選挙無効請求事件, 平
成15年 (行ツ) 第15号, 民集58巻１号１頁)｡ 議員定数配分規定の合憲性については, 最高裁平成16年１月14
日大法廷判決 (選挙無効請求事件, 平成15年 (行ツ) 第24号, 民集58巻１号56頁)｡
 最高裁平成18年10月４日大法廷判決 (選挙無効請求事件, 平成17年 (行ツ) 247号, 民集60巻８号2696頁)｡
本判決に関する評釈としては, 上脇博之 ｢参議院選挙区選挙の最大較差5.13倍を違憲とはしなかった2006年大
法廷判決｣ 速報判例解説 vol.1,19頁 (2007年), 木下智史 ｢参議院議員定数配分規定の合憲性｣ 平成18年度重
要判例解説６頁 (2007年), 中谷実 ｢公職選挙法 (平成18年法律第52号による改正前のもの) 14条, 別表第３
の参議院 (選挙区選出) 議員の議員定数配分規定の合憲性｣ 判例評論586号２頁 (2007年), 野中俊彦 ｢公職
選挙法 (平成18年法律第52号による改正前のもの) 14条, 別表第３の参議院 (選挙区選出) 議員の議員定数
配分規定の合憲性｣ 民商法雑誌133巻３号44頁 (2007年), 原田一明 ｢参議院議員定数不均衡訴訟｣ 判例セレ
クト2006・４頁 (2007年), 多田一路 ｢参議院議員選挙における定数配分の合憲性｣ 法学セミナー52巻２号116
頁 (2007年), 谷口豊 ｢公職選挙法 (平成18年法律第52号による改正前のもの) 14条, 別表第３の参議院 (選
挙区選出) 議員の議員定数配分規定の合憲性｣ ジュリスト1337号100頁 (2007年), 同 ｢公職選挙法 (平成18
年法律第52号による改正前のもの) 14条別表第３の参議院 (選挙区選出) 議員の議員定数配分規定の合憲性｣
法曹時報60巻10号178頁 (2008年)｡
参議院の議員定数不均衡について最高裁判所が初めて判決を下したのは, 昭和39年２月
５日(５)である｡ この判決以降, 最高裁判所は昭和58年(６), 61年(７), 62年(８), 63年(９), 平成
８年(10), 平成10年(11), 平成12年(12), 平成16年, 平成18年と判決を下してきている｡ これら






 最高裁昭和39年２月５日大法廷判決 (選挙無効請求事件, 昭和38年 (オ) 第422号, 民集18巻２号270頁)｡ 本
件に関する評釈としては, 芦部信喜 ｢議員定数不均衡の司法審査｣ ジュリスト296号48頁 (1964年)｡
 最高裁昭和58年４月27日大法廷判決 (選挙無効請求事件, 最高裁昭和54年 (行ツ) 第65号, 民集37巻３号345
頁)｡ 本件に関する評釈としては, 辻村みよ子 ｢議員定数不均衡と参議院の 『特殊性』｣ 憲法判例百選Ⅱ [第
２版] 320頁 (1988年), 熊谷道夫 ｢参議院地方区の定数不均衡を理由とする選挙無効請求訴訟の最高裁判決
について｣ 選挙36巻９号１頁 (1983年), 野中俊彦 ｢参議院定数不均衡合憲判決の検討｣ 法学セミナー342号
16頁 (1983年), 松沢浩一 ｢参議院地方選出議員の国民代表性と定数配分規定合憲判決｣ ジュリスト794号19
頁 (1983年), 高野真澄 ｢参議院議員定数最高裁判決について｣ ジュリスト794号13頁 (1983年)｡
 最高裁昭和61年３月27日第１小法廷判決 (選挙無効請求事件, 最高裁昭和57年 (行ツ) 171号, 民集147号431
頁)｡ 本件に関する評釈としては, 辻村みよ子 ｢投票価値の平等と選挙制度―参議院定数不均衡最高裁合憲判
決｣ 法学教室71号114頁 (1986年)｡
 最高裁昭和62年９月24日第１小法廷判決 (選挙無効請求事件, 最高裁昭和62年 (行ツ) 第14号, 判時1273号35
頁)｡ 本件に関する評釈としては, 野中俊彦 ｢参議院選挙区選出議員の定数配分の不均衡の合憲性｣ 民商法雑
誌98巻６号839頁 (1988年)｡
 最高裁昭和63年10月21日第２小法廷判決 (選挙無効請求事件, 最高裁昭和62年 (行ツ) 第127号, 判時1321号
123頁)｡ 本件に関する評釈としては, 長岡徹 ｢61年参議院議員定数不均衡訴訟｣ ジュリスト・昭和63年度重
要判例解説16頁 (1989年)｡
 最高裁平成８年９月11日大法廷判決 (選挙無効請求事件, 最高裁平成６年 (行ツ) 第59号, 民集50巻８号2283
頁), 本件判決についての評釈としては, 辻村みよ子 ｢議員定数不均衡と参議院の特殊性｣ 憲法判例百選Ⅱ
[第５版] 340頁 (2007年), 川神裕 ｢公職選挙法 (平成６年法律第２号による改正前のもの) 14条, 別表第２
の参議院 (選挙区選出) 議員の議員定数配分規定の合憲性｣ ジュリスト1101号88頁 (2003年), 井上典之 ｢参
議院 (選挙区選出) 議員定数不均衡訴訟大法廷判決｣ 判例評論459号22頁 (1997年), 安西文雄 ｢立法裁量論
と参議院選挙区における投票価値の平等―参議院定数訴訟, 最高裁大法廷平成８年９月11日判決をめぐって―｣
法学教室196号26頁 (1997年), 西村枝美 ｢参議院議員定数不均衡訴訟最高裁判決｣ 法政研究64巻２号145頁
(1997年)｡
 最高裁平成10年９月２日大法廷判決 (選挙無効請求事件, 平成９年 (行ツ) 第104号, 民集52巻６号1373頁)｡
本判決に関する評釈としては, 西川知一郎 ｢１ 公職選挙法14条, 別表第３の参議院 (選挙区選出) 議員の
議員定数配分規定の合憲性, ２ 同一選挙区内の複数の選挙人が提起する選挙の効力に関する訴訟と類似必
要的共同訴訟｣ ジュリスト1148号327頁 (1999年), 岩間昭道 ｢参議院議員定数不均衡訴訟｣ 判例セレクト'98
(法学教室222号別冊)・６頁 (1998年), 高見勝利 ｢参議院議員定数配分不均衡訴訟｣ 平成10年度重要判例解
説18頁 (1999年), 小林武 ｢公職選挙法14条・別表第３の参議院 (選挙区選出) 議員の議員定数配分規定の合
憲性―参議院議員定数配分規定不均衡訴訟1999年大法廷判決｣ 判例評論484号18頁 (1999年), 只野雅人 ｢参
議院議員定数配分規定の合憲性｣ 法学セミナー534号105頁 (1999年)｡
	 最高裁平成12年９月６日大法廷判決 (選挙無効請求事件, 平成11 (行ツ) 第241, 民集54巻７号1997頁), 本
判決に関する評釈としては, 只野雅人 ｢参議院議員定数不均衡訴訟｣ 判例セレクト'00 (法学教室246号)・６
頁 (2000年), 井上典之 ｢公職選挙法14条・別表第３の参議院 (選挙区選出) 議員の議員定数配分規定の合憲
性｣ 民商法雑誌124巻６号48頁 (2001年), 西川知一郎 ｢公職選挙法・別表第３の参議院 (選挙区選出) 議員
の議員定数配分規定の合憲性｣ ジュリスト1217号108頁 (2002年)｡

 木下英俊 ｢投票価値の平等と参議院の特殊性｣ レファレンス585号７頁 (1999年)｡



























これらの主張に対し, 最高裁判所は, 選挙制度を決定する際の国会の裁量, 平成12年改
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 本判決に関する評釈としては, 河島太朗 ｢参議院定数訴訟における最高裁判所判例の最近の展開｣ レファレ
ンス684号65頁 (2008年), 林知更 ｢参議院非拘束名簿式比例代表制の合憲性｣ 憲法判例百選Ⅱ [第５版] 346
頁 (2007年), 東京大学判例研究会 (姜光文執筆) ｢最高裁判所民事判例研究 (民集58巻１号)｣ 法学協会雑誌
123巻５号254頁 (2006年), 近藤敦 ｢参議院の議員定数と憲法14条｣ 法学セミナー605号122頁 (2005年), 新
井誠 ｢参議院議員選挙をめぐる２つの最高裁大法廷判決―参議院選出議員定数配分と非拘束名簿式代表制の
合憲性｣ 法学セミナー594巻68頁 (2004年), 今関源成 ｢参院定数不均衡最高裁判決―最高裁2004年１月14日
大法廷判決をめぐって｣ ジュリスト1272号88頁 (2004年), 大石和彦 ｢最大判平成16年１月14日民集58巻１号
56頁―参院選挙区選出議員定数配分規定が憲法に違反しないとされた事案―｣ 白法学24号145頁 (2004年),
小林武 ｢参議院における非拘束名簿式比例代表制の合憲性｣ 民商法雑誌131巻１号97頁 (2004年), 常本照樹
｢参議院における選挙区選出議員定数配分の合憲性｣ 民商法雑誌131巻１号112頁 (2004年), 野中俊彦 ｢非拘





最高裁判所は, 従来の判例を踏襲し, 選挙制度の目標を ｢公正かつ効果的な代表を選出
する｣ ことであるとする｡ その上で, 具体的な選挙制度の決定は, 議員が ｢全国民の代表｣
であるという憲法43条の制約の下で, 原則として国会の裁量に委ねられているとした｡ し
たがって, 新たな選挙制度が違憲と判断されるのは, 議員が ｢全国民の代表｣ であること
や法の下の平等といった憲法上の要請に違反し, 国会の裁量権の限界を超え, これを是認
することができない場合である｡






















人数の最大較差は, 直近の平成７年10月実施の国勢調査によると, １対4.79, 選挙時点で





逆転現象を解消するという立法目的を達成しており, 選挙人数 (または人口較差) の拡大
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 多数意見 (裁判官町田顯, 裁判官金谷利廣, 裁判官北川弘治, 裁判官亀山継夫, 裁判













る選出方法を採用し, 参議院の機能に独特の要素を持たせようとしている｡ つまり, 参議







すなわち, 参議院議員選挙制度に関しては, 投票価値の平等の要求は, 人口比例主義を最
も重要かつ基本的な基準とする選挙制度の場合と比較して, 一定の譲歩を免れないのであ
る｡ したがって, 議員定数配分規定が憲法に違反すると判断されるのは, 参議院議員の選
挙制度の仕組みの下で, 投票価値の有すべき重要性に照らして ｢とうてい看過することが




















められ定着しているとする｡ しかし, 較差があまりにも大きくなった場合には, 現在の選
挙制度の仕組みを維持するという改正の前提に起因する技術的限界がそれを正当化する理
由とはなり得なくなることもある｡ したがって, 立法府は, 投票価値の較差が ｢大きくな
りすぎないように｣ 常時配意し, 著しい不平等状態が生じている場合には, 合理的な期間









 補足意見２ (裁判官亀山継夫, 裁判官横尾和子, 裁判官藤田宙靖, 裁判官甲斐中辰夫)
補足意見２は, 選挙制度の決定における立法裁量権と裁量権の行使を区別し, 次のよう
に論じている｡
まず, 多数意見と同様に, 参議院の選挙制度の決定に際しては, 衆議院議員選挙の場合































りの判断に基づくものであったとは, 到底評価することができない｣ と指摘する｡ したがっ
て, ｢仮に次回選挙においてもなお, 無為の裡に漫然と現在の状況が維持されたままであっ
たとしたならば, 立法府の義務に適った裁量権の行使がなされなかったものとして, 違憲












があるということも付言している｡ すなわち, これまでの最高裁判所の多数意見が, 選挙
権の平等という要請の下で, 選挙区間の最大較差がどの程度までであれば許容されるかと
いうことを数値によってのみ評価していると受け取られるような判断過程を示してきたと





しがたい危機的な段階｣ にあることを指摘する｡ したがって, 今後もこれまでのような集





公職選挙法は, 憲法の二院制の趣旨, 参議院の性格, 都道府県の意義などに考慮した上
で, 各選挙区に偶数の定数配分を行っている｡ 公職選挙法は, 配当基数２未満の選挙区へ
も定数２を配分し, 配当基数が２以上の選挙区には人口比例を考慮した定数配分をしてお
り, このことは合理的なものである｡ したがって, 人口の如何を問わずに定数２を配分さ
れた配当基数２未満の選挙区相互間, およびそれらの選挙区と配当基数２以上の選挙区と




る｡ このように考えると, 本件での最大較差は１対2.97であり, 憲法14条１項に違反しな
いこととなる｡
 反対意見 (裁判官福田博, 裁判官梶谷玄, 裁判官深澤武久, 裁判官濱田夫, 裁判官
滝井繁男, 裁判官泉治)
本件選挙当時における選挙区の議員１人あたりの選挙人数の最大較差は､ １対5.06にま






づけることが求められるとする｡ すなわち, 憲法は国会を国権の最高機関 (41条) と定め,
それを構成する衆参両院の権能について一定の違いを定めているものの, 各議院の議員の
選出が有権者による投票価値の平等を含意する平等な選挙によって行われることを前提と
しているのである｡ したがって, 従来の判例において合憲と判断されてきた較差 (衆議院
議員選挙については最大３倍, 参議院議員選挙については最大６倍) は, 憲法41条, 43条





















とする｡ したがって, 較差が１対２を超える場合には, 投票価値の不平等が到底看過する
ことができない程度に達しており立法裁量権の限界を超え違憲とされる｡












深澤裁判官によると, 投票価値の平等は, 法の下の平等に基礎を有し, 国権の最高機関
である国会の正統性の根拠となるものであるから, それが唯一絶対の基準ではないとして
も, 最大限に尊重されなければならないとする｡ したがって, 選挙権について不平等な取
扱いをする場合には, その立法目的, 政策目的が合理的であり, 不平等の程度が立法目的
達成の手段として相当であって, かつ, 憲法14条の許容する範囲内でなければならないと












































































と, ②憲法が二院制を採用し, 衆議院, 参議院の両院を通じて公正かつ効果的な代表の選
出を要請していること, ③参議院議員が３年ごとに半数改選であること, ④伝統的に選挙




























このような観点から, 泉裁判官は, 本件定数配分規定を違憲とする｡ また, 国民の意思
を正確に議会に反映させるための流れの中に障害物がないかどうかを審査し, システムの
中の障害物を取り除くことは, 司法の役割であるとし, 議員定数配分の問題は司法が憲法







な権利である｡ しかし, 憲法は特定の選挙制度を予定しておらず, 47条で ｢選挙に関する
事項は, 法律でこれを定める｣ と, 立法者に選挙制度決定における裁量を認める条文があ
るに過ぎない｡
選挙制度の決定に対する憲法上の拘束として, 平等選挙の原則 (14条, 15条, 44条) が
ある｡ この原則は１人１票という数的な平等のみならず, 投票価値の平等も意味する｡ し
たがって, 選挙制度を決定する際, 国会は各選挙区の選挙人の投票価値ができる限り１対
１に近づくようにしなければならない｡ しかしながら, 現実の選挙制度では議員定数不均
衡が生じており, 衆議院, 参議院ともに数多くの訴訟が繰り返されてきた｡ また, 最高裁
判所は, 衆議院の選挙制度よりも参議院の選挙制度の決定の方により広い立法裁量権を認
め, その結果, 衆議院に対する合憲性審査よりも参議院には緩やかな審査を行ってきた｡
そこで本稿は, 平成16年１月14日最高裁判所大法廷判決を中心として一連の参議院議員
定数不均衡訴訟判決を通して, 現在の最高裁判所における立法裁量論と学説の展開につい
ての検討を試みる｡
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